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2017年政策・制度要求に関して 

国交省ほか関係省庁に要請を行う！ 
3月 29日に国土交通省、厚生労働省、財務省、総務省、経済産業省、法務省、

文部科学省、外務省、農林水産省、警察庁、消費者庁に対し、2017年政策・制

度要求の要請を行った。 

交運労協からは、住野議

長、松岡政策委員長（ＪＲ連

合会長）をはじめ５名が出席

するとともに、政策推進議員

懇談会より会長の近藤昭一

衆議院議員、髙木義明衆議院

議員、柳田稔参議院議員、辻

元清美衆議院議員、伴野豊衆

議院議員、吉川元衆議院議

員、藤田幸久参議院議員にも

同席いただいた。 

 

国土交通省において住野議長は「私たちを取り巻く状況は、とりわけ地方に

おける交通運輸の維持・確保、災害・震災への対策、安定的な事業経営、観光

先進国への実現、労働者の人材不足など多くの課題が山積している。交通運輸

産業に働く者の声を聞いて頂き、安全・安心な交通体系の確立のために関連す

る各省庁と連携し、しっかりと政策を進めていただきたい。前進ある回答と意

見交換の場をお願いする。」と述べ要請書を松本年弘公共交通政策部長に手渡

した。 

厚生労働省においては「交通運輸産業では深刻な人材不足が問題となってお

り、その背景には長時間労働など労働環境が起因している。所管である厚労省

として労働環境改善・働き方改革を進めていただきたい」と述べた。 

http://www.koun-itf.jp/


  

その他省庁においても、

交通運輸産業並びに観光

に係わる政策提言を広範

多岐にわたり要請を行っ

た。回答については、従来

通り 4月に交渉を行い、意

見交換を行うこととして

いる。          

    以 上                       
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